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議会ホットボイス取扱基準新旧対照表 

改正案 現 行 

（対象及び投稿方法） （範囲） 

第２条 議会ホットボイスとして取り扱う対象は、氏名及び連絡先

の記載がある記名投稿で、次の方法により投稿されたものとす

る。 

（１） ホットボイスはがき 

（２） 議会事務局へのメール（g-shomu@memuro.net） 

（３） 議会へのFAX（0155-62-9813） 

（４） ホットボイス投稿フォーム（２次元コード） 

第２条 議会ホットボイスとして取り扱う範囲は、次の３つとす

る。 

（１） ホットボイスはがき 

（２） 議会事務局へのメール（g-shomu@memuro.net） 

（３） 議会へのFAX（0155-62-9813） 

（取り扱い） 

第３条 受理した議会ホットボイスは、次のとおり取り扱うものと

する。 

（１）～（３） －略－ 

（４） 回答書を作成したものは、投稿者に回答書を通知する。 

（５） 第２条に規定する対象に該当しない投稿及び「回答しない

もの」に分類されたものは、回答書を作成せず、参考意見として

活用する。 

（６） 受理した投稿の内容及び回答書は、議員間で共有する。 

 

（取り扱い） 

第３条 受理した議会ホットボイスは、次のとおり取り扱うものと

する。 

（１）～（３） －略－ 

（４） 回答書を作成したものは、議会ホットボイスの投稿者が特

定できるものについては回答書を通知する。 

（５） 「回答しないもの」に分類されたものは、参考意見として

活用する。 

（６） 議会ホットボイスの受理内容及び回答書は、議員間で共有

する。 

附 則 

この基準は、令和８年10月１日から施行する。 
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ホットボイス取り扱い基準 

 

第１条（目的） 

ホットボイスは、町民からの意見・提案・要望・質問などを広く受け付け、行政の課題

解決や業務改善、政策形成に反映させるための広聴制度である。町民と行政の双方向コミ

ュニケーションを通じて対話を実現し、信頼関係の構築と町民のまちづくりへの参加を目

的とする。 

 

第２条（対象） 

ホットボイスとして取り扱う対象は、氏名と連絡先が記載された「記名投稿」とする。 

 

第３条（投稿方法） 

投稿方法は、次の３つとします。 

（１） ホットボイスはがき 

（２） メール（k-kouhou@memuro.net） 

（３） ホットボイス投稿フォーム（２次元コード） 

 

第４条（受付と分類） 

政策推進課で受け付けた投稿を、以下のいずれかに分類するとともに、別表１のとおり

分野に分ける。 

【分類１】 回答する投稿 

  （１） 「提案」 町政に対する新しい考えや改善案  

  （２） 「要望」 町政不備や生活環境の改善を望むもの 

  （３） 「質問・相談」 疑問や悩み事についての問い合わせ 

  （４） 「激励」 町政に対する感謝や賞賛 

  （５） 「通報」 特定の場所や施設に関する連絡 

  （６） 「その他」 国・県・他市町村・民間企業が所管する業務 

 

【分類２】 回答しない投稿 

  （１） 「特定者への誹謗・中傷・指摘・苦情」 

  （２） 「意味不明・読解不可」 

  （３） 「同一人で内容が同じ（類似を含む）投稿」 

  （４） 「公立芽室病院の診療に関すること」 

  （５） 「その他、いずれの項目にも該当しないもの」 

 

【分類３】 各機関が直接対応する投稿 

  （１） 選挙管理委員会、農業委員会、教育委員会等に関すること 

  （２） 芽室町議会に関すること 

 

第５条（回答期限と方法） 
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（１） 回答期限は、1週間（勤務日 7日間）以内とする。 

（２） 投稿者に対しては、投稿内容の担当部署から直接回答する。 

（３） 複数部署にまたがる案件は、政策推進課で一つにまとめて回答する。 

第６条（内容の公開） 

（１）  回答した投稿内容と回答は、ホームページで全件公開する。 

（２） 広報誌「すまいる」には、一部を掲載する。なお、掲載する内容はホットボイ

ス選考委員会   

  （副町長・政策推進課長・広報広聴係長・同係）において選考する。 

（３） 投稿者の氏名・連絡先は公開しない。 

（４） 公開の際は、原文を要約・修正する場合がある。 

 

第７条（無記名投稿への対応） 

無記名・匿名投稿に対しては、回答は作成しないものの、町政に対する貴重な声として

庁内で共有し、業務改善の参考にする。 

また、業務改善等に至ったもの等は、毎年度公表する。 

 

 この基準は、平成２１年７月１日から施行する。 

 この基準は、平成２６年４月１日から施行する。 

 この基準は、平成２９年５月１日から施行する。 

 この基準は、平成３０年１月１日から施行する。 

 この基準は、平成３１年４月１日から施行する。 

 この基準は、令和３年４月１日から施行する。 

 この基準は、令和８年 10 月１日から施行する。 

 


